
国
際
的
な
資
本
バ
ッ
フ
ァ
ー 

規
制
の
策
定

⑴
導
入
の
背
景
・
目
的

　

資
本
バ
ッ
フ
ァ
ー
の
概
念
は
、
Ｇ

20
ロ
ン
ド
ン
サ
ミ
ッ
ト
（
09
年
４

月
）
に
お
け
る
「
金
融
シ
ス
テ
ム
の

強
化
に
関
す
る
宣
言
」
に
お
い
て
示

さ
れ
た
。

　

こ
れ
は
、
世
界
的
な
金
融
危
機
の

反
省
を
背
景
に
、
健
全
性
規
制
強
化

の
一
環
と
し
て
、
金
融
機
関
に
対
し

て
最
低
所
要
自
己
資
本
を
上
回
る
十

分
な
量
の
資
本
バ
ッ
フ
ァ
ー
の
積
立

て
を
求
め
る
も
の
で
あ
り
、
不
況
時

に
は
こ
れ
を
取
り
崩
し
て
損
失
吸
収

に
あ
て
る
こ
と
に
よ
り
、
景
気
経
済

の
減
速
期
に
お
い
て
も
金
融
機
関
の

金
融
仲
介
機
能
を
維
持
し
、
景
気
変

動
増
幅
効
果
（
プ
ロ
シ
ク
リ
カ
リ
テ

ィ
）
を
抑
制
す
る
こ
と
を
基
本
的
な

目
的
と
す
る
も
の
で
あ
る
。

　

か
か
る
宣
言
を
受
け
、
バ
ー
ゼ
ル

銀
行
監
督
委
員
会
（
バ
ー
ゼ
ル
委
）

に
お
け
る
検
討
を
経
た
あ
と
、
10
年

12
月
に
公
表
さ
れ
た
バ
ー
ゼ
ル
Ⅲ
テ

キ
ス
ト
（
注
１
）
に
お
い
て
、
資
本

バ
ッ
フ
ァ
ー
の
詳
細
が
具
体
的
に
規

定
さ
れ
た
。

⑵
資
本
バ
ッ
フ
ァ
ー
の
内
容

　

バ
ー
ゼ
ル
Ⅲ
テ
キ
ス
ト
で
は
、
資

本
バ
ッ
フ
ァ
ー
の
内
容
と
し
て
、
①

す
べ
て
の
金
融
機
関
に
対
し
て
一
律

に
積
増
し
が
求
め
ら
れ
る
固
定
的
な

「
資
本
保
全
バ
ッ
フ
ァ
ー
」
に
加
え
、

②
過
度
な
信
用
供
与
が
行
わ
れ
て
い

る
と
各
国
当
局
が
判
断
し
た
場
合
に
、

当
該
国
の
金
融
機
関
に
対
し
て
一
律

に
積
増
し
が
求
め
ら
れ
る
可
変
的
な

「
カ
ウ
ン
タ
ー
・
シ
ク
リ
カ
ル
・
バ

ッ
フ
ァ
ー
」
が
定
め
ら
れ
て
い
る
。

　

さ
ら
に
、
バ
ー
ゼ
ル
委
は
前
記
バ

ッ
フ
ァ
ー
の
拡
張
と
し
て
、
③
金
融

安
定
理
事
会
（
Ｆ
Ｓ
Ｂ
）
に
よ
り
グ

ロ
ー
バ
ル
な
シ
ス
テ
ム
上
重
要
な
銀

行
（
Ｇ

－

Ｓ
Ｉ
Ｂ
ｓ
）
に
選
定
さ
れ

た
個
別
金
融
機
関
に
対
し
て
資
本

の
積
増
し
（
以
下
、「
Ｇ

－

Ｓ
Ｉ
Ｂ

２
０
１
５
年
11
月
26
日
、
金
融
庁
は
バ
ー
ゼ
ル
Ⅲ
等
の
国
際
合
意
に
基
づ
き
、
国
際
統
一
基
準
行
等
に
係
る
自
己
資
本

比
率
規
制
に
つ
い
て
、
資
本
バ
ッ
フ
ァ
ー
規
制
を
段
階
的
に
導
入
す
る
た
め
の
府
省
令
・
告
示
等
の
改
正
を
公
布
し
た

（
16
年
３
月
31
日
適
用
）。
資
本
バ
ッ
フ
ァ
ー
規
制
は
、
ス
ト
レ
ス
期
に
お
け
る
緩
衝
材
と
し
て
の
役
割
を
期
待
し
て
、

対
象
金
融
機
関
に
対
し
て
資
本
の
積
増
し
を
求
め
る
も
の
で
あ
り
、
資
本
バ
ッ
フ
ァ
ー
が
所
要
水
準
を
下
回
っ
た
場
合

に
は
、
当
該
金
融
機
関
か
ら
社
外
へ
の
利
益
の
流
出
行
為
が
制
限
さ
れ
る
。
本
稿
で
は
か
か
る
制
度
に
つ
き
、
立
案
担

当
者
に
よ
る
解
説
を
行
う
。
な
お
、
本
稿
に
お
け
る
意
見
は
す
べ
て
執
筆
者
の
個
人
的
な
見
解
で
あ
る
。
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ｓ
バ
ッ
フ
ァ
ー
」）
を
求
め
る
こ
と

を
内
容
と
す
る
文
書
（
注
２
）、
お
よ

び
④
各
国
当
局
に
よ
り
国
内
の
シ

ス
テ
ム
上
重
要
な
銀
行
（
Ｄ

－

Ｓ
Ｉ

Ｂ
ｓ
）
に
選
定
さ
れ
た
個
別
金
融
機

関
に
対
し
て
資
本
の
積
増
し
（
以
下
、

「
Ｄ

－

Ｓ
Ｉ
Ｂ
ｓ
バ
ッ
フ
ァ
ー
」）

を
求
め
る
こ
と
を
内
容
と
す
る
文
書

（
注
３
）（
以
下
、
こ
れ
ら
の
文
書
と

バ
ー
ゼ
ル
Ⅲ
テ
キ
ス
ト
を
総
称
し
て

「
バ
ー
ゼ
ル
合
意
」
と
い
う
）
を
別

途
公
表
し
て
い
る
（
図
表
１
）。
こ

れ
ら
資
本
バ
ッ
フ
ァ
ー
は
い
ず
れ
も

普
通
株
式
等 T

ier１

（
Ｃ
Ｅ
Ｔ
１
）

で
満
た
す
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

　

さ
ら
に
、
バ
ー
ゼ
ル
合
意
で
は
、

資
本
バ
ッ
フ
ァ
ー
が
所
要
の
水
準
を

下
回
っ
た
場
合
、
資
本
バ
ッ
フ
ァ
ー

比
率
に
応
じ
て
、
利
益
分
配
の
量
的

制
限
措
置
（
社
外
流
出
制
限
措
置
）

が
課
せ
ら
れ
る
。
具
体
的
に
は
、
最

低
所
要
Ｃ
Ｅ
Ｔ
１
比
率
（
４
・
５

％
）
と
の
距
離
に
応
じ
、
四
つ
の
区

分
が
設
け
ら
れ
、
配
当
・
自
社
株
買

い
・
賞
与
支
払
い
等
の
社
外
流
出
行

為
に
制
限
が
加
え
ら
れ
る
こ
と
と
な

る
。

　

か
か
る
資
本
バ
ッ
フ
ァ
ー
規
制
は

16
年
か
ら
19
年
に
か
け
て
段
階
的
に

導
入
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

本
邦
に
お
け
る 

資
本
バ
ッ
フ
ァ
ー
規
制
の
導
入

⑴
導
入
の
枠
組
み

　

本
邦
の
金
融
機
関
の
自
己
資
本
規

制
は
銀
行
法
に
基
づ
く
も
の
で
あ
り
、

大
枠
と
し
て
自
己
資
本
比
率
の
第
１

の
柱
に
関
す
る
告
示
（
１
柱
告
示
）

に
お
い
て
最
低
所
要
自
己
資
本
比
率

を
定
め
、
早
期
是
正
措
置
等
に
係
る

区
分
等
を
定
め
る
府
省
令
・
告
示

（
区
分
府
省
令
等
）
に
お
い
て
、
か

か
る
最
低
所
要
自
己
資
本
比
率
に
基

づ
く
区
分
お
よ
び
当
該
区
分
に
応
じ

た
措
置
を
規
定
す
る
か
た
ち
と
な
っ

て
い
る
。

　

こ
れ
を
ふ
ま
え
、
資
本
バ
ッ
フ
ァ

ー
規
制
を
導
入
す
る
に
あ
た
っ
て
は
、

１
柱
告
示
に
お
い
て
資
本
バ
ッ
フ
ァ

ー
の
所
要
比
率
や
そ
の
計
算
方
法
を

規
定
す
る
と
と
も
に
、
区
分
府
省
令

等
に
お
い
て
資
本
バ
ッ
フ
ァ
ー
比
率

に
基
づ
く
区
分
お
よ
び
当
該
区
分
に

応
じ
た
社
外
流
出
制
限
措
置
（
注
４
）

を
規
定
す
る
こ
と
と
し
た
。
ま
た
、

資
本
バ
ッ
フ
ァ
ー
規
制
の
適
用
対
象

に
つ
い
て
は
、
国
際
統
一
基
準
行
の

み
と
し
て
お
り
、
具
体
的
に
は
、
自

己
資
本
比
率
規
制
の
国
際
統
一
基
準

が
お
か
れ
て
い
る
預
金
取
扱
等
金
融

〔図表１〕 「最低所要自己資本比率」と「資本バッファー」

（注） 　数値はいずれも完全実施ベースであり、本稿執筆時のもの。また、G-SIBsとD-SIBsの両方に指定された金融機関につ
いては、G-SIBsバッファーとD-SIBsバッファーのいずれか高い比率が適用される。

バーゼルⅢ
（最低比率）

6.0％

4.5％ 普通株式等Tier1比率

Tier1比率

8.0％ 総自己資本比率

普通株式等
Tier１

その他Tier１

Tier２

普通株式等
Tier１

その他Tier１

Tier２

バーゼルⅢ
（最低比率＋資本バッファー）

資本保全
バッファー

G-SIBs/D-SIBs
バッファー

G-SIBsバッファー
D-SIBsバッファー

本邦において必要となる
普通株式等Tier1比率 資

本
バ
ッ
フ
ァ
ー

最
低
所
要
自
己
資
本
比
率

カウンター･シクリカル･
バッファー

カウンター･シクリカル･
バッファー

資本バッファーの種類

資本保全バッファー 2.5％

0％

1％～1.5％（FSBが毎年設定）
0.5％～1.5％（金融庁長官が指定）

金融庁長官が別に指定した場合
は別に指定した比率

システム上の重要性に応
じて毎年対象金融機関
を選定し、水準設定
　G-SIBsはFSB
　D-SIBsは各国当局
がそれぞれ選定する

信用供与の過熱具合
等に応じ、国ごとに
水準設定
※本邦では当初０％
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〔図表２〕� 所要自己資本・資本バッファー関連法令の適用関係
所要資本

最低自己資本比率 資本バッファー比率

国
際
統
一
基
準
行

銀行持株
グループ

銀行持株会社 持株１柱告示 ２条 ２条の２

傘下子銀行 銀行１柱告示 単体ベース：14条
連結ベース：２条

（連結・単体いずれも
適用なし）

銀行持株
グループ

ではない場合

連結子会社を有する銀行 銀行１柱告示 単体ベース：14条
連結ベース：２条 ２条の２

連結子会社を有しない銀行 銀行１柱告示 14条 14 条の２

農林中央金庫 農中１柱告示 単体ベース：14条
連結ベース：２条 ２条の２

商工組合中央金庫 商中１柱告示 単体ベース：14条
連結ベース：２条 ２条の２

最終指定親会社 最終指定親会社
１柱告示

２条（連結ベース）
（注３） ２条の２

国
内
基
準
行

銀行持株会社 持株１柱告示 14条

銀行 銀行１柱告示 単体ベース：37条
連結ベース：25条

信金（信金中金含む） （注４） 信金１柱告示 単体ベース：11条
連結ベース：２条

信組（全信組連含む） 協同組合１柱告示 単体ベース：11条
連結ベース：２条

労金（労金連含む） 労金１柱告示 単体ベース：11条
連結ベース：２条

農協（信連含む） 農協１柱告示 単体ベース：２条
連結ベース：10条

漁協（信漁連含む） 漁協１柱告示 単体ベース：２条
連結ベース：10条

所要資本を下回った場合の措置
早期是正措置 社外流出制限措置

国
際
統
一
基
準
行

銀行持株
グループ

銀行持株会社

銀行区分府省令

３条１項１号上段 ３条１項２号

傘下子銀行 単体ベース：　１条１項１号上段
連結ベース：　１条２項１号上段 （直接適用なし）（注１）

銀行持株
グループ

ではない場合

連結子会社を有する銀行 単体ベース：　１条１項１号上段
連結ベース：　１条２項１号上段 １条２項２号

連結子会社を有しない銀行 １条１項１号上段 １条１項２号

農林中央金庫 農中区分府省令 単体ベース：　１条１項１号上段
連結ベース：　１条２項１号上段 １条２項２号

商工組合中央金庫 （措置せず） （注２）

最終指定親会社 最終指定親会社
区分告示 １条１項１号 １条１項２号

国
内
基
準
行

銀行持株会社
銀行区分府省令

３条１項１号下段

銀行 単体：１条１項１号下段
連結：１条２項１号下段

信金（信金中金含む）（注４） 信金区分府省令 単体：３条１項１号上段
連結：３条２項１号上段

信組（全信組連含む） 協同組合区分府省令 単体：１条１項
連結：１条２項

労金（労金連含む） 労金区分府省令 単体：２条１項
連結：２条２項

農協（信連含む） 農協区分府省令 単体：１条１項
連結：１条２項

漁協（信漁連含む） 漁協区分府省令 単体：１条１項
連結：１条２項

（注）１．持株会社への社外流出制限措置を通じて間接的に適用されうる。
　　２．商中については、所要資本の充足が努力義務となっていることから措置していない。
　　３ ．傘下の子証券会社については、連結ベースにおいては特別金融商品取引告示に基づき、単体ベースにおいては証券単

体告示に基づき、別途自己資本規制比率が定められている。
　　４．国際統一基準に係る規定も整備されているが、本表では国内基準行として扱う。
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機
関
（
銀
行
、
銀
行
持
株
会
社
等
）

お
よ
び
最
終
指
定
親
会
社
と
な
っ
て

い
る
。

　

さ
ら
に
、
適
用
ベ
ー
ス
の
問
題

（
連
結
ベ
ー
ス
の
み
適
用
す
る
か
、

連
結
ベ
ー
ス
に
加
え
て
単
体
ベ
ー

ス
で
も
適
用
す
る
か
）
に
つ
い
て
は
、

バ
ー
ゼ
ル
合
意
上
は
連
結
ベ
ー
ス
で

の
導
入
の
み
が
求
め
ら
れ
て
い
る
こ

と
、
金
融
セ
ク
タ
ー
全
体
の
プ
ロ
シ

ク
リ
カ
リ
テ
ィ
を
抑
制
す
る
た
め
に

は
グ
ル
ー
プ
に
お
け
る
最
も
外
側
の

連
結
の
み
を
対
象
と
す
る
こ
と
が
合

理
的
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
こ
と
か

ら
、
グ
ル
ー
プ
連
結
ベ
ー
ス
の
み
で

の
適
用
と
す
る
こ
と
と
し
た
（
注
５
）。

　

各
業
態
に
お
け
る
１
柱
告
示
・
区

分
府
省
令
等
の
条
文
の
適
用
関
係
を

ま
と
め
る
と
図
表
２
の
と
お
り
と
な

る
。

　

以
下
で
は
、
と
く
に
断
り
の
な

い
限
り
、「
銀
行
持
株
会
社
の
傘
下

に
な
く
、
連
結
子
会
社
を
有
す
る
銀

行
」
に
適
用
さ
れ
る
条
文
を
用
い
て

説
明
す
る
こ
と
と
し
、「
告
示
」
と

は
銀
行
向
け
１
柱
告
示
（
注
６
）
を
、

「
府
省
令
」
と
は
銀
行
向
け
区
分
府

省
令
（
注
７
）
を
、「
監
督
指
針
」
と

は
主
要
行
等
向
け
の
総
合
的
な
監
督

指
針
を
さ
す
も
の
と
す
る
。

⑵
資
本
バ
ッ
フ
ァ
ー
の
規
定
の
詳
細

　

告
示
２
条
の
２
に
お
い
て
、
以
下

の
と
お
り
資
本
バ
ッ
フ
ァ
ー
に
係
る

比
率
を
規
定
し
た
。

①
資
本
保
全
バ
ッ
フ
ァ
ー
比
率
（
同

条
３
項
）

　

バ
ー
ゼ
ル
合
意
に
お
け
る
「
資
本

保
全
バ
ッ
フ
ァ
ー
」
に
対
応
す
る
。

バ
ー
ゼ
ル
Ⅲ
テ
キ
ス
ト
ど
お
り
２
・

５
％
と
し
て
い
る
。

②
カ
ウ
ン
タ
ー
・
シ
ク
リ
カ
ル
・
バ

ッ
フ
ァ
ー
比
率
（
同
条
４
項
）

　

バ
ー
ゼ
ル
合
意
に
お
け
る
「
カ
ウ

ン
タ
ー
・
シ
ク
リ
カ
ル
・
バ
ッ
フ
ァ

ー
」
に
対
応
す
る
。
本
邦
に
係
る
カ

ウ
ン
タ
ー
・
シ
ク
リ
カ
ル
・
バ
ッ
フ

ァ
ー
比
率
は
、
原
則
と
し
て
ゼ
ロ
％
、

た
だ
し
金
融
庁
長
官
が
別
に
指
定
し

た
場
合
は
当
該
指
定
し
た
比
率
と
し

て
い
る
。
上
限
は
（
監
督
指
針
等
に

は
明
記
し
て
い
な
い
も
の
の
）
２
・

５
％
と
す
る
予
定
で
あ
る
。
カ
ウ
ン

タ
ー
・
シ
ク
リ
カ
ル
・
バ
ッ
フ
ァ
ー

の
具
体
的
な
運
用
に
つ
い
て
は
、
今

後
監
督
指
針
等
で
方
針
を
規
定
す
る

見
込
み
で
あ
る
。

　

各
金
融
機
関
に
適
用
さ
れ
る
カ
ウ

ン
タ
ー
・
シ
ク
リ
カ
ル
・
バ
ッ
フ
ァ

ー
比
率
は
、
国
別
の
信
用
リ
ス
ク
・

ア
セ
ッ
ト
の
合
計
額
に
対
し
て
各
国

当
局
が
定
め
る
比
率
を
加
重
平
均
し

て
算
出
す
る
。

③
Ｇ

－

Ｓ
Ｉ
Ｂ
ｓ
バ
ッ
フ
ァ
ー
比
率

（
同
条
５
項
１
号
）

　

バ
ー
ゼ
ル
合
意
に
お
け
る
「
Ｇ

－

Ｓ
Ｉ
Ｂ
ｓ
バ
ッ
フ
ァ
ー
」
に
対
応
す

る
。
Ｆ
Ｓ
Ｂ
の
選
定
結
果
を
勘
案
し

た
国
際
的
な
金
融
シ
ス
テ
ム
に
お
け

る
重
要
性
に
鑑
み
、
金
融
庁
長
官
が

別
に
指
定
し
た
銀
行
等
に
つ
き
、
別

に
指
定
し
た
比
率
と
し
て
い
る
。

④
Ｄ

－

Ｓ
Ｉ
Ｂ
ｓ
バ
ッ
フ
ァ
ー
比
率

（
同
条
５
項
２
号
）

　

バ
ー
ゼ
ル
合
意
に
お
け
る
「
Ｄ

－

Ｓ
Ｉ
Ｂ
ｓ
バ
ッ
フ
ァ
ー
」
に
対
応
す

る
。
本
邦
の
金
融
シ
ス
テ
ム
に
お
け

る
重
要
性
に
鑑
み
、
金
融
庁
長
官
が

別
に
指
定
し
た
銀
行
等
に
つ
き
、
別

に
指
定
し
た
比
率
と
し
て
い
る
。

　

Ｄ

－

Ｓ
Ｉ
Ｂ
ｓ
の
選
定
に
あ
た
っ

て
は
、
12
指
標
か
ら
計
算
さ
れ
る
ス

コ
ア
と
、
特
定
の
市
場
に
お
け
る
重

要
性
等
、
各
銀
行
等
の
特
性
を
総
合

的
に
判
断
す
る
（
監
督
指
針
Ⅲ

－

２

－

１

－

１

－

２

－

２
⑷
）。
基
本
的

な
運
用
と
し
て
は
、
ｎ
年
の
３
月
期

の
デ
ー
タ
に
基
づ
き
Ｄ

－

Ｓ
Ｉ
Ｂ
ｓ

に
選
定
さ
れ
た
銀
行
に
つ
い
て
は
、

ｎ
＋
２
年
の
３
月
期
か
ら
資
本
賦
課

が
適
用
さ
れ
る
こ
と
に
な
ろ
う
。

　

な
お
、
本
邦
に
お
け
る
Ｇ

－

Ｓ
Ｉ

Ｂ
ｓ
お
よ
び
Ｄ

－

Ｓ
Ｉ
Ｂ
ｓ
な
ら
び

に
そ
れ
ら
金
融
機
関
に
対
す
る
資
本

賦
課
水
準
に
つ
い
て
、
金
融
庁
は
別

途
こ
れ
ら
を
指
定
す
る
告
示
を
公
表

し
て
い
る
（
注
８
）。

（
計
算
方
法
等
）

　

各
金
融
機
関
に
お
け
る
資
本
バ
ッ

フ
ァ
ー
に
係
る
Ｃ
Ｅ
Ｔ
１
比
率
で
あ

る
「
連
結
資
本
バ
ッ
フ
ァ
ー
比
率
」

が
、
当
該
金
融
機
関
に
お
い
て
資
本

バ
ッ
フ
ァ
ー
と
し
て
確
保
す
べ
き
Ｃ

Ｅ
Ｔ
１
比
率
で
あ
る
「
最
低
連
結
資

本
バ
ッ
フ
ァ
ー
比
率
」
以
上
で
あ
る

こ
と
が
必
要
と
な
る
（
告
示
２
条
の

２
第
１
項
）。
最
低
連
結
資
本
バ
ッ

フ
ァ
ー
比
率
は
以
下
の
算
式
で
求
め

ら
れ
る
（
同
条
２
項
・
５
項
）。

最
低
連
結
資
本
バ
ッ
フ
ァ
ー
比
率

＝
①
（
資
本
保
全
バ
ッ
フ
ァ
ー
比

率
）
＋
②
（
カ
ウ
ン
タ
ー
・
シ
ク
リ

カ
ル
・
バ
ッ
フ
ァ
ー
比
率
）
＋{

③

（
Ｇ

－

Ｓ
Ｉ
Ｂ
ｓ
バ
ッ
フ
ァ
ー
比

率
）
と
④
（
Ｄ

－

Ｓ
Ｉ
Ｂ
ｓ
バ
ッ
フ

ァ
ー
比
率
）の
い
ず
れ
か
高
い
比
率}

　

な
お
、
連
結
資
本
バ
ッ
フ
ァ
ー
比

率
の
算
出
に
あ
た
っ
て
は
、
そ
の
他

T
ier１

資
本
の
額
・T

ier２

資
本
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の
額
が
必
要
額
を
満
た
し
て
い
な
い

場
合
（
そ
れ
ぞ
れ
必
要
額
は
リ
ス
ク

・
ア
セ
ッ
ト
対
比
１
・
５
％
相
当
・

２
％
相
当
）、
Ｃ
Ｅ
Ｔ
１
は
ま
ず
当

該
不
足
分
に
充
当
さ
れ
る
（
注
９
）

も
の
と
し
て
計
算
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
（
告
示
７
条
の
２
）。

⑶
社
外
流
出
制
限
措
置
の
規
定
の
詳

細（
府
省
令
に
お
け
る
規
定
）

　

府
省
令
１
条
２
項
２
号
に
、
社
外

流
出
制
限
措
置
と
し
て
、
新
た
に
連

結
資
本
バ
ッ
フ
ァ
ー
比
率
を
指
標
と

す
る
区
分
お
よ
び
対
応
す
る
命
令
を

規
定
し
た
。

　

連
結
資
本
バ
ッ
フ
ァ
ー
比
率
が
最

低
連
結
資
本
バ
ッ
フ
ァ
ー
比
率
を

下
回
る
場
合
の
各
区
分
に
お
い
て

は
、
い
ず
れ
も
「
社
外
流
出
制
限
計

画
」
の
提
出
・
実
行
を
求
め
る
こ
と

と
し
て
お
り
、
当
該
計
画
の
内
容
と

し
て
、
社
外
流
出
が
可
能
な
額
（
以

下
、「
社
外
流
出
可
能
額
」）
を
一
定

以
下
に
制
限
す
る
こ
と
が
必
要
と
な

る
（
図
表
３
）。

（
社
外
流
出
可
能
額
の
算
出
方
法
に

つ
い
て
）

　

社
外
流
出
可
能
額
の
算
出
の
基
準

と
な
る
「
利
益
」
は
、
X
「
直
前
事

業
年
度
に
お
け
る
税
引
前
純
利
益
」

に
Y
「
当
該
直
前
事
業
年
度
に
お
い

て
費
用
と
し
て
計
上
済
み
の
社
外
流

出
額
に
相
当
す
る
額
」
を
加
算
し
た

も
の
か
ら
、
Z
「
上
記
Y
が
費
用
と

し
て
計
上
さ
れ
な
か
っ
た
と
仮
定
し

た
場
合
に
納
付
す
べ
き
税
額
に
相
当

す
る
額
」
を
控
除
し
た
額
と
し
て
い

る
（「
調
整
税
引
後
利
益
」。
府
省
令

１
条
16
項
。
注
10
）。
な
お
、
右
記

Z
の
算
出
作
業
は
実
務
上
煩
雑
と
な

る
こ
と
が
想
定
さ
れ
る
た
め
、
簡
便

な
計
算
方
法
と
し
て
、
右
記
Y
（
た

だ
し
損
金
不
算
入
と
さ
れ
た
部
分
に

係
る
税
額
を
控
除
す
る
）
に
納
税
単

位
に
お
け
る
当
該
直
前
事
業
年
度
末

の
法
定
実
効
税
率
を
乗
じ
て
得
ら
れ

た
額
を
、
直
前
事
業
年
度
の
実
際
の

税
額
に
加
え
る
こ
と
に
よ
り
Z
を
算

出
し
て
も
差
し
支
え
な
い
（
監
督
指

針
Ⅲ

－

２

－

１

－

４

－

２
⑵
③
）。

　

こ
の
よ
う
に
算
出
さ
れ
た
直
前
事

業
年
度
の
調
整
税
引
後
利
益
に
、
バ

ー
ゼ
ル
合
意
に
定
め
る
区
分
に
応
じ

た
掛
け
目
を
乗
じ
る
こ
と
で
、
現
事

業
年
度
の
社
外
流
出
可
能
額
を
計
算

す
る
。

（
社
外
流
出
制
限
措
置
の
運
用
に
つ

い
て
）

　

社
外
流
出
制
限
措
置
は
原
則
と
し

て
事
業
年
度
単
位
で
課
せ
ら
れ
る
。

す
な
わ
ち
、
あ
る
事
業
年
度

に
お
い
て
資
本
バ
ッ
フ
ァ
ー

を
割
り
込
ん
だ
場
合
、
当
該

事
業
年
度
に
お
け
る
当
該
時

点
以
降
の
社
外
流
出
は
、
直

前
事
業
年
度
の
調
整
税
引
後

利
益
を
ベ
ー
ス
に
算
出
し
た

社
外
流
出
可
能
額
か
ら
、
当

該
時
点
以
前
に
行
わ
れ
た
社

外
流
出
行
為
の
額
を
差
し
引

い
た
額
（
ゼ
ロ
を
下
回
る
場

合
に
は
ゼ
ロ
）
の
範
囲
内
に

制
限
さ
れ
る
。

　

当
該
事
業
年
度
内
に
資
本

バ
ッ
フ
ァ
ー
比
率
を
回
復
し

な
か
っ
た
場
合
、
当
該
事
業

年
度
末
の
調
整
税
引
後
利
益

を
基
準
と
し
て
社
外
流
出
可

能
額
を
算
出
し
た
う
え
で
、

次
事
業
年
度
に
つ
い
て
も
社

外
流
出
制
限
措
置
が
課
せ
ら

れ
る
。
た
だ
し
、
銀
行
法
施

行
規
則
等
に
基
づ
き
四
半
期

末
、
中
間
事
業
年
度
末
ま
た

は
事
業
年
度
末
に
計
算
す
る

自
己
資
本
比
率
が
資
本
バ
ッ

フ
ァ
ー
比
率
を
上
回
っ
た
場

合
に
は
、
当
局
に
報
告
を
行

う
こ
と
と
し
、
そ
の
時
点
の

銀
行
の
状
態
や
提
出
さ
れ
て

〔図表３〕� 社外流出制限措置に係る区分（完全実施ベース）
資本バッファーの充実の
状況に係る区分 資本バッファー比率（注） 命令案

資本バッファー非対象区分 2.5% 以上 （社外流出制限 0％）

資本バッファー第一区分 2.5% 未満 （社外流出制限 40％） 社外流出額の制限に係る内
容を含む資本バッファー比
率を回復するための合理的
と認められる改善計画の提
出の求め・実行の命令

資本バッファー第二区分 1.875% 未満 （社外流出制限 60％）

資本バッファー第三区分 1.25% 未満 （社外流出制限 80％）

資本バッファー第四区分

0.625% 未満 （社外流出制限 100％）

※早期是正措置における第一区分～第三区分に該当する場合、同時に資本バッファ
ー第四区分にも該当する。この場合、①早期是正措置と②社外流出制限措置の両方
の内容を含む一つの命令を発出することが想定される。

（注）　上記の数値は、資本保全バッファー 2.5% 分のみを勘案した例示であり、カウンター・シクリカル・バッファーおよび
G-SIBs/D-SIBs バッファーは含んでいない。
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い
る
計
画
等
を
ふ
ま
え
て
、
銀
行
と

当
局
が
協
議
の
う
え
、
当
局
の
判
断

に
よ
り
社
外
流
出
制
限
措
置
を
解
除

す
る
（
図
表
４
）。

（
規
制
対
象
と
な
る
社
外
流
出
行
為

に
つ
い
て
）

　

バ
ー
ゼ
ル
合
意
上
、
社
外
流
出
制

限
の
対
象
に
は
、
配
当
や
自
社
株
買

い
等
の
Ｃ
Ｅ
Ｔ
１
の
減
少
を
伴
う
行

為
が
含
ま
れ
、
株
式
無
償
割
当
等
の

Ｃ
Ｅ
Ｔ
１
の
減
少
を
伴
わ
な
い
行
為

は
規
制
の
対
象
と
な
ら
な
い
。
こ
れ

を
ふ
ま
え
、
規
制
対
象
と
す
る
社
外

流
出
行
為
は
以
下
の
と
お
り
と
し
た

（
府
省
令
１
条
15
項
）。

①
剰
余
金
の
配
当

②
自
己
株
式
の
取
得
（
現
金
コ
ー

ル
オ
プ
シ
ョ
ン
の
行
使
も
含
む
。
注

11
）

③
普
通
株
式
に
係
る
自
己
新
株
予
約

権
の
取
得

④
そ
の
他Tier１

資
本
調
達
手
段
へ

の
配
当
ま
た
は
利
息
の
支
払
お
よ
び

買
戻
し
ま
た
は
償
還

⑤
自
社
・
子
会
社
の
役
職
員
へ
の
任

意
の
賞
与
の
支
払
い

⑥
そ
の
他
①
～
⑤
に
準
ず
る
も
の

　

社
外
流
出
可
能
額
の
範
囲
内
に

お
い
て
実
際
に
い
ず
れ
の
社
外

流
出
を
制
限
す
る
か
に
つ
い
て

は
、
基
本
的
に
金
融
機
関
の
個

別
判
断
を
尊
重
す
る
も
の
と
す

る
（
監
督
指
針
Ⅲ

－

２

－

１

－

４

－

２
⑵
①
）。

　

な
お
、「
特
別
の
理
由
」
が

あ
る
場
合
に
は
、
当
局
の
承
認

の
も
と
、
個
別
に
社
外
流
出

制
限
の
対
象
外
と
す
る
こ
と
が

で
き
る
。
具
体
的
に
は
、
Ｃ
Ｅ

Ｔ
１
を
増
加
さ
せ
る
資
本
調
達

を
新
た
に
行
う
場
合
で
、
新
た

に
調
達
し
た
金
額
を
上
限
と
し

て
社
外
流
出
可
能
額
を
超
過
し

て
社
外
流
出
行
為
を
行
う
場
合

（
監
督
指
針
Ⅲ

－

２

－

１

－

４

－
２
⑵
②
）
の
ほ
か
、
前
記
社

外
流
出
行
為
事
由
の
②
・
③
に

関
し
て
株
主
ま
た
は
新
株
予
約

権
者
の
請
求
に
基
づ
き
義
務
的

に
応
じ
ざ
る
を
え
な
い
場
合
な

ど
が
考
え
ら
れ
る
。

　

前
記
社
外
流
出
行
為
事
由
の

⑤
（
自
社
・
子
会
社
の
役
職
員

へ
の
任
意
の
賞
与
の
支
払
い
）

に
つ
い
て
は
、
対
象
と
な
る
役

職
員
の
範
囲
は
、
い
わ
ゆ
る
報

酬
開
示
告
示
（
注
12
）
に
基
づ
き

開
示
が
必
要
な
役
職
員
と
基
本

〔図表４〕 社外流出制限措置の運用のイメージ

第１事業年度末の調整税引後利益を基準に、
第２事業年度における社外流出可能額を算出

最低資本バッファー比率に抵触、
社外流出制限措置

社外流出可能額から
既出分を控除した額のみ
流出可能

１

第２事業年度末の調整税引後利益を基準に、
第３事業年度における社外流出可能額を算出

第３事業年度における
社外流出可能額の範囲で
流出可能

最低資本バッファー比率を上回ったら
社外流出制限措置を解除

２

４

５

６

７

第１事業年度末 第２事業年度末中間事業年度 第３事業年度末中間事業年度

最低資本バッファー比率を下回った
時点以前の流出額を社外流出可能額
から控除

３
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的
に
同
等
の
範
囲
に
限
定
す
る
こ
と

と
し
た
。
ま
た
、「
賞
与
」
に
つ
い

て
は
、
契
約
等
に
よ
り
す
で
に
具
体

的
な
支
払
請
求
権
が
発
生
し
て
い
る

賞
与
の
支
払
い
を
制
限
す
る
の
は
困

難
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、

契
約
等
に
よ
り
す
で
に
具
体
的
な
支

払
請
求
権
が
発
生
し
て
い
る
も
の
は

原
則
と
し
て
除
外
し
、
今
後
支
払
い

が
決
定
さ
れ
る
ま
た
は
具
体
的
な
額

が
決
定
さ
れ
る
も
の
を
対
象
と
し
て

い
る
（
監
督
指
針
Ⅲ

－

２

－

１

－

４

－

２
⑵
④
に
例
示
）。

⑷
段
階
的
適
用

　

い
ず
れ
の
資
本
バ
ッ
フ
ァ
ー
に
つ

い
て
も
、
導
入
初
年
の
16
年
３
月
期

は
完
全
実
施
時
対
比
で
４
分
の
１
、

そ
の
後
毎
年
４
分
の
１
ず
つ
所
要
水

準
が
増
加
し
、
19
年
３
月
期
に
完
全

実
施
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
（
告
示
・

Ｇ

－

Ｓ
Ｉ
Ｂ
ｓ
お
よ
び
Ｄ

－

Ｓ
Ｉ
Ｂ

ｓ
を
指
定
す
る
告
示
の
各
附
則
の
う

ち
経
過
措
置
に
係
る
規
定
を
参
照
）。

　

今
後
、
資
本
バ
ッ
フ
ァ
ー
規
制
の

適
用
対
象
と
な
る
本
邦
の
金
融
機
関

に
対
し
て
、
資
本
の
積
増
し
が
段
階

的
に
求
め
ら
れ
て
い
く
こ
と
と
な
る

が
、
現
在
の
と
こ
ろ
各
金
融
機
関
に

お
い
て
は
資
本
バ
ッ
フ
ァ
ー
規
制
を

満
た
す
の
に
十
分
な
資
本
が
あ
る
と

思
わ
れ
る
た
め
、
金
融
機
関
に
よ
る

貸
出
等
へ
の
大
き
な
影
響
は
な
い
も

の
と
考
え
ら
れ
る
。

（
注
）１　

B
asel III:A

 global regulato-

ry fram
ew
ork for m

ore resilient 

banks and banking system
s

（
バ

ー
ゼ
ル
Ⅲ
：
よ
り
強
靭
な
銀
行
お
よ

び
銀
行
シ
ス
テ
ム
の
た
め
の
世
界
的

な
規
制
の
枠
組
み
）。
資
本
バ
ッ
フ

ァ
ー
に
つ
い
て
は
セ
ク
シ
ョ
ン

１
２
２
以
下
で
規
定
さ
れ
て
い
る
。

２　
G
lob
al system

ically im
-

p
ortan

t b
an
k
s: assessm

en
t 

m
ethodology and the addition-

al loss ab
sorb

en
cy req

u
ire-

m
ent R

ules text

（
グ
ロ
ー
バ
ル

に
シ
ス
テ
ム
上
重
要
な
銀
行
に
対
す

る
評
価
手
法
と
追
加
的
な
損
失
吸
収

力
の
要
件
に
関
す
る
規
則
文
書
）

（
11
年
11
月
公
表
、
13
年
７
月
改

訂
）

３　

A

 fram
ew
ork for dealing 

w
ith dom

estic system
ically im

-

portant banks

（
国
内
の
シ
ス
テ

ム
上
重
要
な
銀
行
の
取
扱
い
に
関
す

る
枠
組
み
）（
12
年
10
月
公
表
）

４　

社
外
流
出
制
限
措
置
自
体
は
早

期
是
正
措
置
と
は
別
の
枠
組
み
と
し

て
整
理
し
て
い
る
。

５　

し
た
が
っ
て
、
銀
行
持
株
会
社

に
対
し
て
資
本
バ
ッ
フ
ァ
ー
が
課
せ

ら
れ
た
場
合
、
傘
下
の
銀
行
（
連

結
、
単
体
と
も
）
で
は
資
本
バ
ッ
フ

ァ
ー
は
課
せ
ら
れ
な
い
。
な
お
、
単

体
ベ
ー
ス
に
お
け
る
規
定
も
導
入
し

て
い
る
が
、
こ
れ
は
規
制
上
の
連
結

子
会
社
を
有
し
て
い
な
い
金
融
機
関

の
た
め
の
規
定
で
あ
る
。

６　

「
銀
行
法
第
十
四
条
の
二
の
規

定
に
基
づ
き
、
銀
行
が
そ
の
保
有
す

る
資
産
等
に
照
ら
し
自
己
資
本
の
充

実
の
状
況
が
適
当
で
あ
る
か
ど
う
か

を
判
断
す
る
た
め
の
基
準
」（
平
成

18
年
金
融
庁
告
示
第
19
号
）。

７　

「
銀
行
法
第
二
十
六
条
第
二
項

に
規
定
す
る
区
分
等
を
定
め
る
命

令
」（
平
成
12
年
総
理
府
・
大
蔵
省

令
第
39
号
）。

８　

本
稿
執
筆
時
に
お
い
て
は
、
15

年
12
月
４
日
に
公
表
し
て
い
る
も
の

（h
ttp

://w
w
w
.fsa

.g
o
.jp
/

new
s/27/20151204-4.htm

l

）
が

最
新
で
あ
る
。
な
お
、
Ｇ

－

Ｓ
Ｉ
Ｂ

ｓ
お
よ
び
Ｄ

－

Ｓ
Ｉ
Ｂ
ｓ
を
指
定
す

る
こ
れ
ら
の
告
示
に
つ
い
て
は
、
告

示
自
体
が
処
分
性
を
有
す
る
と
考
え

ら
れ
る
た
め
、
行
政
手
続
法
２
条
８

号
イ
に
定
め
る
「
処
分
の
要
件
を
定

め
る
告
示
」
に
当
た
ら
ず
、
し
た
が

っ
て
同
法
39
条
に
定
め
る
意
見
公
募

手
続
が
必
要
な
「
命
令
等
」
に
も
該

当
し
な
い
も
の
と
整
理
し
て
い
る
。

９　

そ
の
他T

ier１

資
本
に
余
剰
が

あ
る
場
合
、
当
該
余
剰
分
はT

ier２

資
本
の
不
足
額
に
（
Ｃ
Ｅ
Ｔ
１
に
よ

る
充
当
に
先
ん
じ
て
）
充
当
さ
れ
る

も
の
と
し
て
計
算
さ
れ
る
。

10　

あ
る
会
計
期
間
に
、
会
計
上
の

費
用
お
よ
び
税
法
上
の
損
金
に
該
当

す
る
社
外
流
出
行
為
を
行
っ
た
場
合

に
は
、
そ
れ
ら
が
行
わ
れ
な
か
っ
た

と
仮
定
し
て
計
算
し
た
税
引
後
純
利

益
が
「
調
整
税
引
後
利
益
」
と
な

る
。

11　

府
省
令
１
条
15
項
２
号
に
規
定

す
る
事
由
に
よ
る
場
合
に
限
る
。

12　

「
銀
行
法
施
行
規
則
第
十
九
条

の
二
第
一
項
第
六
号
等
の
規
定
に
基

づ
き
、
報
酬
等
に
関
す
る
事
項
で
あ

っ
て
、
銀
行
等
の
業
務
の
運
営
又
は

財
産
の
状
況
に
重
要
な
影
響
を
与
え

る
も
の
と
し
て
金
融
庁
長
官
が
別
に

定
め
る
も
の
」（
平
成
24
年
金
融
庁

告
示
第
21
号
）。

き
ら　

よ
し
や

09
年
東
京
大
学
法
学
部
卒
。
10
年
司

法
修
習
修
了
（
63
期
）、
長
島
・
大

野
・
常
松
法
律
事
務
所
入
所
。
15
年

１
月
か
ら
現
職
。
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